別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:消費者問題未然防止事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　環生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内　2389）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,737千円（前年度予算額：2,302千円）

	事業内容


	１　事業の内容


県民が「自立した賢い消費者」になり、消費者トラブルに巻き込まれないよう従来から消費者教育を実施しており、更なる充実を図る。

(1) 消費者問題未然防止出前講座の開催
県内各地に相談員等が出向き、悪質商法の手口等を紹介する実効的な未然防止講座を実施。
対象：自治会、女性・高齢者団体、学校、大学等
内容：消費者トラブルの実例及び未然防止のポイント
講師：消費生活相談員、県悪質商法未然防止啓発員
 (2)悪質商法未然防止啓発員情報交換等に実施

　　 啓発員のスキルアップを図るため、法改正等の最新情報の提供や意見交換会を実施。
(3)消費生活フェアの開催
多くの皆さんが集まるショッピングモールにおいて消費生活フェアを開催。
時期：国が定める消費者月間である5月の土日祝日の2日

内容：パネル展示、出前講座、相談コーナー、啓発コーナー
(4)消費者知識向上講座の開催
消費生活に関心のある方や、自治会、民生委員、福祉関係者等高齢者に接する機会が多い方等を対象に、消費生活に関する基礎的な知識を身につけてもらう講座を開催。

場所：県内3箇所（岐阜地域、東濃地域、飛騨地域を想定）
回数：各会場１回ずつ
人数：３箇所合わせて220人
	２　所要経費


(1)消費者問題未然防止出前講座の開催　　　　　　  1,232千円
(2)悪質商法未然防止啓発員情報交換等の実施 　　　　  48千円
(3)消費生活フェアの開催　　 　　　　　　　　　　 2,750千円

(4)消費者知識向上講座　　　 　　　　　　　　　　 1,707千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
５ 安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる
・消費者被害の未然防止・拡大防止を図るため、若者や高齢者を対象とした消費生

　活出前講座、高齢者世帯訪問事業などを行う
	２　これまでの取組状況


　・従来から、消費生活出前講座を開催しているところである。

＜消費者問題未然防止出前講座開催実績＞
　Ｈ19年度　　103回　10,164人受講　　Ｈ20年度　　 94回　 6,808人受講

　Ｈ21年度　 　61回　 5,375人受講　　Ｈ22年度　　 74回　 6,344人受講

Ｈ23年9月末 47回　 3,477人受講
	　３　これまでの取組に対する評価


　毎年多数の消費生活相談が県に寄せられており、消費者トラブルはなくならないとともに、中には自分が被害に遭っていることに気づかない消費者もいる状況である。そのため、消費者教育を充実させ、消費者トラブルによる被害を未然に防ぐことが必要である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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　　　【消費者行政活性化基金充当事業】
